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午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

農政水産部

１．本県の農水産業について

２．フードビジネスの推進について

○協議事項

１．県外調査について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（11人）

委 員 長 横 田 照 夫

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員 坂 口 博 美

委 員 井 本 英 雄

委 員 二 見 康 之

委 員 清 山 知 憲

委 員 島 田 俊 光

委 員 太 田 清 海

委 員 岩 切 達 哉

委 員 来 住 一 人

委 員 西 村 賢

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 郡 司 行 敏

農政水産部次長
原 田 幸 二

（ 総 括 ）

農政水産部次長
宮 下 敦 典

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
成 原 淳 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 福 嶋 幸 徳

農 政 企 画 課 長 戎 井 靖 貴

新農業戦略室長 牛 谷 良 夫

農業連携推進課長 山 本 泰 嗣

ブランド・流通対策室長 原 拓 実

農業経営支援課長 大久津 浩

農業改良対策監 長 友 博 文

農 地 対 策 室 長 花 田 広

農 産 園 芸 課 長 甲 斐 典 男

農 村 計 画 課 長 竹 下 裕一郎

畑かん営農推進室長 山 下 恭 史

農 村 整 備 課 長 甲 斐 康 真

水 産 政 策 課 長 田 原 健

漁業・資源管理室長 外 山 秀 樹

漁 村 振 興 課 長 田 中 宏 明

漁港整備対策監 押 川 定 生

畜 産 振 興 課 長 坊 薗 正 恒

工 事 検 査 監 吉 田 勝 己

事務局職員出席者

政策調査課主査 深 江 和 明

政策調査課副主幹 沖米田 哲 哉

○横田委員長 それでは、ただいまから、みや

ざき創生対策特別委員会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

前回の委員会では、総合政策部においでいた

だき、成長産業の育成、フードビジネス振興構

想について調査をしたところであります。

そこで、本日は、生産性向上・高付加価値化

に向けた具体的な取り組みを調査するため、農
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政水産部においでいただき、本県の農水産業に

ついて、フードビジネスの推進について概要説

明をいただき、質疑・意見交換を行いたいと思

います。その後、県外調査等について御協議い

ただきたいと思いますが、このように取り進め

てよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○横田委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

農政水産部においでいただきました。

台風16号が襲来いたしまして、雨風が非常に

強くて、久しぶりに台風らしい台風だったなと

いうふうに思います。皆さん方、それぞれ被害

等はなかったでしょうか。まだ、大きな被害報

告等は受けていないわけですけれども、農林水

産業を中心として、普通水稲とか、今から被害

報告が上がってくるのかなというふうにも考え

ているところです。そういった中で、皆さん方、

きょうの委員会に御参加いただきまして本当に

ありがとうございます。

当委員会に農政水産部がお越しくださったの

は初めてでありますので、一言御挨拶を申し上

げます。

私は、この特別委員会の委員長に選任されま

した横田照夫でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。

私ども11名が委員として選任され、調査活動

を実施しているところであります。

当委員会の担う課題を解決するために努力を

してまいりたいと思いますので、御協力をどう

ぞよろしくお願い申し上げます。

委員及び執行部の皆様の紹介につきましては、

お手元に配付の出席者配席表にかえさせていた

だきたいと思いますので、早速、概要説明をお

願いいたします。

○郡司農政水産部長 農政水産部長の郡司でご

ざいます。どうぞよろしくお願いします。

それでは、座って説明をさせていただきます。

まず、委員長からもお話がございましたけれ

ども、台風16号についてであります。

昨夜から朝方にかけて、本県を中心に九州南

部を通過したところで、農業、水産業につきま

しては、収穫前の普通期水稲、それから収穫期

にある果樹類、そして定植直後の施設園芸、さ

らには水産業において被害が心配される状況に

ありますけれども、普及センター等から連絡を

受けている現段階では、水稲の倒伏がかなり出

ているという話、それから園芸用のハウスで、

張り立てのビニールが破損しているというよう

な状況があるということ、それから果樹類は枝

がかなり折れているというふうなお話が来てい

ます。また、水産関係では、南那珂のほうで漁

船が転覆したというふうな報告等が、今、届き

始めているところであります。詳細な被害状況

につきましては、農林振興局を中心に迅速な状

況把握に努めているところであります。

台風対策につきましては、事前対策も非常に

重要なんですけれども、事後対策、これが非常

に大事だというふうに考えております。早急に

市町村等と関係機関と連携しながら、今後の営

農対策について、適切な技術・経営支援や農地、

農道等の早期復旧に向けて、全力で取り組んで

まいりたいと考えております。また、よろしく
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お願いしたいと思います。

それでは、お手元のみやざき創生対策特別委

員会資料、これの１ページをお開きください。

目次がございますので、目次を見ていただくと

ありがたいなと思います。

本日、農政水産部からは、御指示のありまし

た２つの項目、まず、１の本県農業、それから

本県水産業の現状と生産性向上・高付加価値化

に向けた取組について御説明をいたしたいと思

います。

次に、２のフードビジネスの推進について、

農政水産部におけるフードビジネスの推進につ

いて御説明をいたします。

それぞれの内容については、担当課長から説

明させていただきます。

私からは以上です。どうぞよろしくお願いい

たします。

○戎井農政企画課長 農政企画課でございます。

本県農業の現状と生産性向上・高付加価値化に

向けた取り組みについて、私のほうから御説明

をさせていただきます。

特別委員会資料の１ページをお開きいただき

たいと思います。

まず、冒頭ですけれども、１にございますよ

うに本県農業の現状でございますけれども、上

段左のグラフにお示しをしておりますように、

本県の農業産出額につきましては、近年3,000億

円台で推移をしておりまして、全国第５位の地

位を確立しております。また、直近となる平成26

年の農業産出額につきましては3,326億円と、口

蹄疫発生前の水準に回復をしたというところで

ございます。

その右にあります産出額の品目別構成比につ

いてでございますが、本県では、畜産が全体の60

％、園芸が32％を占めておりまして、畜産と園

芸のウェイトが高く、土地集約型の農業経営が

特徴となっております。

中段のほうに行っていただきまして、農家数

につきましてでございますが、中段左のグラフ

にございますように、総農家数・農業就業人口

は年々減少しておりまして、これから本格的な

人口減少社会を迎える中において、今後、一層

の減少が懸念をされるというところでございま

す。

その右側でございますが、基幹的農業従事者

の年齢構成でございます。高齢化が年々進行し

ておりまして、平成17年以降は65歳以上の占め

る割合というのが５割を超えまして、生産活動

の停滞や優良農地の利用・保全など多くの面で

支障が懸念されるというところでございます。

次に、下段左のグラフでございますけれども、

認定農業者数は全体としましては減少傾向にあ

りまして、本県農業の中核を担う認定農業者の

確保が課題となっております。

一方で、女性については、女性認定農業者の

占める割合というのは増加傾向にあって、女性

の活躍が進んでいるというところでございます。

その右手でございますが、新規就農者数につ

いてでございますが、毎年、約300名前後で推移

をしてございまして、平成27年は前年を上回

る341名を確保したというところでございます。

近年は、農業法人への就農が約半数近くを占

めておりまして、法人につきましても、新規就

農者の受け皿として重要な担い手となっている

というところでございます。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。

上段左の集落営農組織数についてでございま

すが、増加傾向にございます。しかし、伸び悩

みの状況にありまして、今後、規模拡大等を加
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速化させるための施策が必要になってございま

す。

また、その右にございます農業法人数につき

ましては、全体として増加傾向にある中で、他

産業からの参入が増加しているという状況でご

ざいます。

中段に行きまして、左側でございます。認定

農業者の農地集積率についてでございますが、

これは増加傾向で推移をしてございますが、農

地中間管理事業、新しく始まった事業によりま

して、今後、さらに集積を推進していく必要が

あると認識しております。

その右にございます耕作放棄地面積について

でございますが、近年、微増傾向にございます

けれども、土地持ち非農家の増加でありますと

か、高齢農家のリタイアによって、今後、増加

が懸念されるというところでございます。

下段の左手でございますけれども、日本型直

接支払についてでございますが、取組面積につ

いては増加傾向にございまして、取り組みを進

めることで中山間地域等の条件不利地域による

営農継続や、また、集落の共同活動等を促進し

まして、農業・農村が有する多面的機能の維持

・発揮を推進してまいりたいと考えております。

その右でございますが、野生鳥獣による農作

物被害でございます。モデル集落の設置や重点

指導、マイスター等の指導者の育成によりまし

て、地域ぐるみで被害防止を行う対策を実施す

ることによりまして、近年は、被害額は減少傾

向にあるというところでございます。

次に、資料の３ページをお開きいただきたい

と思います。

２の本県農業の生産性向上・高付加価値化に

向けた取組についてでございます。

本県では、本年６月に策定をしました長期計

画「みやざき新農業創造プラン」に基づき、産

地経営体構想というものを進めているところで

ございます。

これによって、農業の生産性向上と高付加価

値化に向けて、下の（１）にお示しをしていま

すように「生産力」の向上でありますとか、ま

た、「販売力」の強化、「人財」の育成という３

つに取り組む集団を、これを１つの産地経営体

として捉えて─この産地経営体というのは、

候補には、その下に書いてございますが、ＪＡ

部会組織でありますとか集落営農組織、また、

法人経営体などを候補に考えているわけでござ

いますが─この産地経営体を育成することで

産地全体の競争力を強化していきたいというふ

うに考えてございます。

産地経営体の育成に際しましては、県がＪＡ

グループと一体的に実施する宮崎方式営農支援

体制というのをプラットホームに推進してまい

りたいと考えてございます。

それが、具体的には、その下の（２）にお示

しをしておりますように、３つの取り組みを有

機的に進めていきたいというふうに考えてござ

います。

１つ目につきましては、上のものでございま

すが、産地改革に取り組むＪＡ部会等を対象に

しまして、県の普及指導員とＪＡの営農指導員、

計650名体制で、産地分析、マトリックス分析を

実施して、また、ビジョンの策定・具現化を行

うことで、産地の生産性や販売力を引き上げて

いきたいというふうに考えております。

また、さらに国の産地パワーアップ事業であ

りますとか畜産クラスター事業、農業農村整備

事業など、産地づくりに向けた主要な施策を集

中させて強化を図っていきたいというふうに考

えております。
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その左下の取り組みでございますけれども、

県とＪＡの相互研修についてでございますが、

普及指導員と営農指導員の能力向上を図りまし

て、産地の生産性向上をさらに後押しをしたい

と考えております。特に、ＪＡの営農指導員に

も普及指導員と同じように品目ごとのスペシャ

リストになっていただいて、普及指導員の資格

も取っていただくなど、即戦力として期待でき

る人材を一緒になって育成をしていきたいとい

うふうに考えております。

また、さらにその右側でございますけれども、

農業者自身に関しましては、その発展ステージ

に応じた研修メニューを地域レベル、また、県

レベルで御用意をしまして、技術、また、経営

管理能力等の向上を図ってまいりたいというふ

うに考えてございます。

次のページ以降、先ほど（１）で御説明をし

ました産地経営体育成の観点のうち、生産性向

上と高付加価値化に向けた取り組みとしまして、

生産力の向上、また、販売力の強化に関して、

具体的な取り組みを御説明させていただきたい

と思います。

資料の４ページをごらんいただきたいと思い

ます。

まず、上段の生産技術高度化につきましてで

ございますが、①にありますように、省力化や

収益向上に対応した技術革新の加速化と早期普

及といたしまして、ＩＣＴの活用による省力化

・高収益な生産システムの導入でありますとか、

また、ＧＰＳ無人作業機械や機械化一貫作業体

系の構築に向けた技術開発、加工・業務用適品

種等の開発、また、生産現場への早期普及に取

り組んでいきたいというふうに考えております。

また、②のところでございますけれども、品

目の多様化・生産性向上に対応した農地利用の

多角化としまして、水田の汎用化による裏作で

の多毛作栽培でありますとか、畑かん営農によ

りまして、農業の高収益化を図っていきたいと

いうふうに考えてございます。

下段のほうに移ります。

連携サポートシステム強化についてでござい

ますけれども、①の作業効率化や市場ニーズに

対応した地域内・産地間連携の強化としまして、

ほ場整備でありますとか、また、農地中間管理

事業による農地の集積、そして大口ロットや品

質均一化のニーズに対応した広域の指導体制の

強化でありますとか、また、産地間連携の強化

に取り組んでまいりたいと考えております。

その下の②でございますけれども、規模拡大

や生産性の向上に対応した生産工程の連携・分

業化としまして、農作業受託組織と生産者が戦

略的に連携をしました、「みやざきアグリクラス

ター」の組織化でありますとか、また、大規模

繁殖センターやＴＭＲセンターの整備、コント

ラクター組織の強化に取り組んでまいりたいと

いうふうに考えてございます。

資料をおめくりいただきまして、５ページの

ほうをお開きください。

次に、販売力強化の面でございますけれども、

上段の国際競争力強化ということで、これにつ

いては、①の海外への輸出拡大に取り組む産地

づくりの推進としまして、東アジアに軸足を置

きながら、北米やＥＵ等をターゲットとした輸

出を拡大していきたいと。また、輸出先が求め

る規格や残留農薬基準に対応した産地づくりも

あわせて取り組んで、輸出強化をしていきたい

というふうに思っております。

また、②のところでございますけれども、国

内外への輸送体制の効率化の促進としまして、

県内の青果物集出荷施設等の再編統合でありま
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すとか、海上輸送や鉄道輸送の活用による一層

のモーダルシフトに取り組んでまいりたいとい

うふうに考えてございます。

その下段のところでございますが、契約取引

推進といたしまして、①のところでございます

けれども、リクエスト生産を実践する産地改革

としまして、品目・畜種ごとの産地分析を進め

まして、組織の意識改革や産地間の連携を推進

してまいりたいと考えております。

また、６次産業化や新品目の産地化による商

品開発、さらにＪＡや農業法人、卸売市場が共

同して生産・出荷・販売に取り組む仕組みづく

りを推進したいというふうに考えております。

その下の②でございますけれども、魅力ある

商品づくりやブランド化による契約取引等の推

進といたしまして、食の安全・安心・健康に着

目した付加価値創出に向けまして、産学官連携

組織等を活用した商品開発やブランド化、さら

には加工・業務向けや外食産業など新たなニー

ズを一元的に把握をして、産地間調整等を担う

体制整備や消費の多様化に応える契約取引を推

進したいというふうに考えてございます。

以上、本県の農業の生産性向上・高付加価値

化に向けた取り組みについて、産地経営体の育

成という観点で御説明をさせていただきました

が、次のページで、これを県内加工の推進の観

点でまとめさせていただいておりますので、こ

れについても御説明をさせていただきたいと思

います。

６ページをごらんいただきたいと思います。

まず、（１）でございますけれども、本県は、

農業産出額も3,326億円ということで、全国有数

の食料供給基地ということでございますが、主

要な農産物の出荷・販売状況については、野菜

が８割、畜産で約５割が１次産品として、その

まま大消費地の市場など、県外向けに出荷され

ていると、移出額については約1,600億円の状況

にあるということでございます。

一方で、（２）でお示しをしておりますけれど

も、現在、県外に出荷している農産物の一部を

県内加工向けに利用した場合、下の表にありま

す─これは産業連関表による分析でございま

すけれども─例えば、県外に移出している農

産物のうち100億円を県内食料品製造業で利用し

たとした場合に、380億円の経済波及効果と

約2,000人の雇用創出が見込まれるというところ

が計算されております。これによって、県内経

済への大きな波及効果が期待されるというとこ

ろがございます。

このため、（３）に書いてございますように、

これに向けた取り組みとして、「食の連携研究

会」、先ほど御説明をさせていただいたものでご

ざいますが、ＪＡグループや農業法人、市場、

また、県が入手する実需者のニーズを情報共有

しまして、案件毎にマッチングを図る部会を設

置して、生産から加工・販売までのマッチング

機能の充実に取り組みたいというふうに考えて

おります。

また、２つ目の丸でございますが、加工・業

務用農産物の産地づくりに向けた規模拡大や機

械化一貫体系の開発、また、産地での1.5次加工

など、大規模・低コスト生産体制を構築するこ

とで大手量販店、また、加工食品企業との取引

に対応できる産地加工体制の整備に取り組んで

いきたいというふうに考えております。

以上のような生産性向上・高付加価値化を進

めまして、さらには産地加工による県内関連産

業の活性化を図ることを核としたフードビジネ

スを推進して、県内での経済循環を構築して、

また、雇用を創出することで本県の地方創生に
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つなげてまいりたいというふうに考えてござい

ます。

農政企画課からは以上でございます。

○田原水産政策課長 水産政策課でございます。

委員会資料７ページをごらんください。

本県水産業の現状、生産性向上・高付加価値

化に向けた取組についてでございます。

初めに、本県における水産業の現状について

御説明いたします。

上段左側の図に、海面漁業・養殖業の生産量

・生産額の推移を示してございます。漁業の生

産量は、昭和50年代後半から増加した後、平成

２年をピークに減少しており、これは主として

マイワシ資源の変動によるものでございます。

一方、養殖業の生産量はおおむね順調に増加

してきておりましたが、平成11年をピークに減

少に転じております。

ただ、近年では、漁業・養殖業ともに概ね横

ばいで推移しており、漁業生産額は直近の平成26

年で334億円でございまして、全国14位でござい

ます。

右の図に、漁業生産額と漁業種類別構成比の

推移を示してございますが、カツオ、マグロ及

びまき網で約６割を占めてございまして、近年、

養殖の割合が増加してきてございます。

中段左側の図は、海面漁業の魚種別漁獲割合

の推移を示してございます。本県は、カツオ、

マグロ、イワシ、アジ、サバといった魚種が全

体の９割を占めており、来遊資源に依存してい

る特徴がございます。

また、養殖業については、生産に占める割合

の大半がブリ、カンパチといった状況でござい

ます。

下段左側の図は、経営体数の推移を示してご

ざいます。経営体数は、平成５年より減少が顕

著となっており、平成20年以降は減少が加速し

ている状況でございます。特に青色の棒グラフ

で示してございますが、沿岸漁業層で減少して

いる状況でございまして、右側の図は、販売金

額規模別経営体数の推移を示してございますが、

平成25年と経営体数の減少が顕著となった平成

５年を比較しますと500から1,000万円の階層が

大きく減少し、相対的に500万円未満階層の割合

が増加してきてございます。

資料の８ページをごらんください。

上段左側の図は、就業者数の推移を示してご

ざいます。就業者数も経営体数と同様に、平成

５年以降、減少傾向が顕著となっております。

また、平成25年度は60歳以上の割合が約４割を

占めるなど、高齢化も進行している状況でござ

います。

右側の図は、新規就業者数の推移を示してご

ざいます。これまで、漁業就業者確保育成セン

ターと連携しまして、就業情報の提供、マッチ

ングや研修支援等に取り組んでおり、年間30名

から50名程度の新規就業者を確保してございま

すが、さらなる就業者の確保が必要な状況にご

ざいます。

中段左側の図は、漁船の登録隻数の推移を示

してございます。登録隻数は年々減少しており、

直近10年で約２割減少しております。

右側の図は、動力漁船の船齢別の構造の推移

を示してございます。漁船の更新が進まなくて、

船齢15年以上の船が９割を占めるなど漁船の高

船齢化が進行しており、漁船の更新が課題となっ

ているところでございます。

下段左側の図は、河川の放流尾数と河川採捕

実績の推移を示しております。内水面漁協によ

る放流は行われているものの、河川での採捕数

量は減少している状況であり、これは資源その
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ものが減少していることもありますが、採捕す

る人が減少していることなどが影響していると

いうふうに考えてございます。

右側の図は、内水面養殖業の生産量の推移を

示してございます。ウナギについては、多少の

でこぼこはあるものの、近年はおおむね横ばい

で推移しており、ウナギ以外の魚種については

減少傾向にございます。

以上が、本県水産業の現状でございます。

資料の９ページをごらんください。

次に、本県の水産物の生産性向上・高付加価

値化に向けた取組について御説明いたします。

初めに、（１）高収益漁業への転換や承継の促

進による将来を担う漁業経営体の確保でござい

ます。

これは、先般、見直しを行いました第五次宮

崎県水産業・漁村振興長期計画後期計画の中で、

先ほどの現状の説明の中にもございましたが、

収益性の向上や担い手対策等の課題の解決に向

け、新たに設定した２つの重点プロジェクトの

うちの１つであり、下の枠に、この取り組みの

概要図、上の枠に取り組みの概要を示してござ

います。

取り組みの内容としては、ことし２月に立ち

上げた公益社団法人宮崎県漁村活性化推進機構

を推進母体として、本県漁業の生産性の向上や

ワンストップ支援体制による担い手対策を進め

てございます。

具体的な取り組みとしては、１つ目のひし形

の印でございますが、新規就業者の参入と既存

漁業者を含めた経営改善の支援ということで３

点ほど上げてございます。

①として、求人情報を取りまとめ、就業希望

者に対して漁業研修を活用しながらマッチング

から就業までのフォローアップを行うことで、

新規就業者の参入を支援してございます。今年

度は、これまでに就業に関する問い合わせが40

件ほどあり、このうち５件が就業に向けた研修

の実施まで至っているところでございます。

②の漁業協同組合等が自ら起業する取組を支

援することによる新規就業の場の創設でござい

ます。県漁連、宮崎市漁協が今期から実施を予

定しております定置漁業について、漁業権免許

の取得や国のリース事業への優先採択等、就業

の場の創設に向けた支援を行っているところで

ございます。

③の営漁相談や経営指導による定着の促進と

経営の改善については、カツオ・マグロ漁業や

まき網漁業の61の経営体を対象としまして経営

指導を実施しているところでございます。

続きまして、２つ目のひし形の印ですけれど

も、漁船の小型化や操業形態の変更等、実証が

進んでいる高収益漁業モデルの普及等により、

高収益漁業への転換を促進する取り組みについ

ては、現在、119トン型から70トン型船への小型

化による燃油使用料の削減など、収益性向上の

実証に取り組んでいるところでございます。

３つ目のひし形の印ですが、生産性の向上に

不可欠な漁船導入の初期投資軽減のため、国の

漁船リース事業を活用して漁船の更新を図り、

新たな操業体制の構築や生産性の向上を図る取

り組みの支援です。現在、沿岸船で８隻、沖合

船で３隻の計11隻が申請を行っている状況でご

ざいます。

これらの取り組みにより、担い手を確保し、

競争力の高い漁業形態の育成を進めていくこと

としてございます。

資料10ページをごらんください。

高付加価値化の取組として、（２）生産と販売

の最適化による本県漁業の生産力を拡大する取
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り組みでございます。まさにフードビジネスに

係る取り組みでございます。

こちらも、先ほどと同じく長期計画の重点プ

ロジェクトの１つであり、下の枠に取り組みの

概要図、上の枠に取り組みの概要を示してござ

います。

取り組みの内容としては、定量、定価格、定

規格といった市場の要求や魚種のニーズにしっ

かり応えられるように、県、漁連、加工業者等

で構成する「県産水産物販売促進会議」を中心

としまして商品化を進めながら販売を拡大しよ

うとするものであり、また、それに呼応して漁

獲を増大させようというものでございます。

具体的には、次の取り組みを進めていく方針

でございます。

１つ目として、比較的安値で取引されている

シイラ等の水産物を一定価格で買い取り、魚価

の下支えを行うことによる本県漁業者の収入増

を図る取り組みでございます。現在、シイラに

加え、ハモやメヒカリなど、対象種を拡大して

取り組んでいるところでございます。

２つ目として、加工業者等と連携した商品づ

くりを進めることによる本県水産加工の育成・

強化と併せた安定した商流の形成の取り組みで

ございます。学校給食や社員食堂などの産業給

食等への食材提案ということで、現在、シイラ

等の加工品開発及び商談を実施しているところ

でございます。

３つ目として、フェアへの出展や流通加工業

者等と連携し、販路拡大の取り組みを行うこと

による本県水産物の販売促進の取り組みでござ

います。東京や大阪で開催されるシーフードショ

ーへの出展に加えまして、エームサービスなど、

大手給食企業への食材提案に取り組んでいると

ころでございます。

また、この取り組みの進捗状況に応じて、魚

種の拡大や漁獲の増大を図ってまいりたいとい

うふうに考えてございます。

以上のような取り組みにより漁業の継続が可

能な適正な収益、ひいては漁村地域の持続的な

経済循環が確保されますように、漁連を初め系

統団体、沿岸市町との連携強化を図りながら取

り組んでまいりたいというふうに考えてござい

ます。

説明は以上でございます。

○山本農業連携推進課長 農業連携推進課です。

農政水産部におけるフードビジネスの推進につ

いて御説明します。

委員会資料の11ページをお開きください。

１のフードビジネス振興構想につきましては、

前回の委員会で説明がありましたとおり、本県

の基幹産業であります農林水産業と連携する食

関連産業が生み出しておりますさまざまな付加

価値を、県内企業との取り組みにつきましては、

一層の拡大を、県外企業との取り組みにつきま

しては、本県の地域経済に帰属還元させる新た

な取り組みを推進することで、本県農林水産業

のさらなる発展と地域の活性化を目指すもので

あります。

本年度からは第１期でまいてきましたプロ

ジェクトの種を大きく展開する第２期構想がス

タートしており、３）に示しております拡大、

挑戦、イノベーションの３つのプロジェクトに

おいて、事項ごとに案件の具体化に注力してい

るところであります。

12ページをお開きください。

まず、１）の「拡大」プロジェクトです。

取組事例①の宮崎ブランドポークにつきまし

ては、平成25年度から新たな宮崎ブランド品目

として産地認証をスタートしており、量販店な
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どと契約取引を行えるレベルのこだわりを持っ

た７つの産地、法人を認証しております。

それぞれにすばらしい特徴を持つ豚肉を、宮

崎を代表する豚肉として一体的にプロモーショ

ンを行うとともに、国内外に187店舗の指定店を

設置することで、年々取り引きが拡大しており

ます。

次に、取組事例の②につきましては、先ほど

も説明がありました「県産水産物販売促進会議」

の取り組みについてであります。本県で水揚げ

される多様な水産物の販路拡大や加工等による

新商品の開発に取り組むとともに、消費が減退

傾向にあります水産物の消費拡大を図るため、

大手給食事業者や地元の学校給食などとの連携

を進めております。

13ページをお開きください。

取組事例の③宮崎キャビアにつきましては、

本格的な加工施設の整備が現在進んでおります

けれども、これらの整備に先行しまして、日本

産キャビアという新しい商材の確立に向け、ブ

ランド化や情報発信に取り組んでおります。

特に、ＡＮＡの国際線ファーストクラスでは

乗客からの評価も高く、今後も使用していきた

いと伺っておりますし、また、伊勢志摩サミッ

トでは、各国の首脳やファーストレディーにも

御賞味いただいたところであります。

また、昨年９月には、本県の陳情・要望を踏

まえまして、ワシントン条約に保護されており

ますチョウザメの輸出に必要なラベリングシス

テムを国が導入しましたことから、輸出の環境

も整ったところでございます。

２）の「挑戦」プロジェクトについてです。

取組事例①６次産業化の推進につきましては、

本県は、国の総合化事業計画の認定者数が83件

と、全国４位、九州１位となっており、活発な

取り組みが行われております。

県では、６次産業化を推進するため、県農業

振興公社に専任部署を整備し、６次産業化サポ

ートセンターとして位置づけており、新商品の

開発や販路開拓、資金調達等を支援する29人の

プランナーがこれらの取り組みを支援しており

ます。

また、経営の多角化を伴う６次産業化の取り

組みは、担い手はもちろんでありますが、ＪＡ

や市町村等の指導職員のスキルアップも必要と

なりますことから、平成24年度からみやざき６

次産業化チャレンジ塾を開講しており、毎年、

定員40名を上回る応募をいただいております。

このような取り組みを進める中で、川南町の

マンゴー農家が製造しましたマンゴーコンフィ

チュール、フルーティなジャムみたいなもので

すけれども、これが国際味覚審査機構で最高賞

「三つ星」を受賞し、ベルギーで表彰されるな

ど、年々取り組みレベルが向上してきておりま

す。

14ページをお開きください。

取組事例②として、産地集落単位での６次産

業化の事例を紹介いたします。県では、個々の

６次産業化案件の具体化を加速させるため、ソ

フト・ハード整備の支援に取り組んでおり、平

成26年度の６次産業化の産出額は683億円となっ

ております。

これらの取り組みの中には、６次産業化ファ

ンドを活用する大型案件も３件育ってきており

まして、横に事例を出しておりますけれども、

小林市野尻町で大規模な冷凍ホウレンソウや茶

の生産加工に取り組みます四位農園と、それか

ら国内外に強い茶の販路を有しておりますカク

ニ茶藤が提携しまして、有機栽培による抹茶・

粉末茶の生産、販売に取り組んでおります。こ
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のような取り組みは低迷する茶産業の活性化対

策としても、非常に耳目を集めているところで

ございます。

また、中山間地域等では自治会と猟友会等が

連携しました集落単位でのジビエの商品化や、

脱サラでゴマの生産加工に取り組み始めた農業

法人を町を挙げて産地化を支援する取り組みな

ど、６次産業化を起点とした多様な連携が進ん

できております。

次に、取組事例③香港・ＥＵ・北米への販路

開拓につきましては、平成25年度に開設しまし

た県香港事務所を拠点としまして、貿易アドバ

イザーの支援を受けながら、輸出品目や販路の

拡大に取り組んでまいりました。

また、昨年はミラノ国際博覧会やドイツで開

催されました国際食品見本市アヌーガ2015など

への出展支援など、ＥＵや北米もターゲットと

したプロモーションに取り組んでまいりました。

このような取り組みの結果、本県農水産物の

輸出額は年々増加しておりまして、平成27年度

は対前年比143％増の25億円で、内訳は東アジ

ア53％、北米34％、ＥＵ11％となっております。

15ページをお開きください。

３）の「イノベーション」プロジェクトにつ

いてです。

取組事例は、昨年10月に設立しました食の安

全分析センターについて報告いたします。

この取り組みは、宮崎方式の残留農薬分析技

術も活用した産学官による新しい分析装置の開

発研究が端緒となっております。

この研究で連携した産学官の力を本県の人材

育成や産業振興に生かすため、平成26年４月に

宮崎大学や島津製作所、ＪＡ宮崎経済連等で構

成します、「みやざきフードリサーチコンソーシ

アム」を設立いたしまして検討を進めました結

果、さらなる技術の高度化や本県産業での活用

の拠点として、「一般社団法人食の安全分析セン

ター」を設立しまして活動を開始しております。

次に、３の今後の取組ですが、これまで御説

明してきましたブランド化や６次産業化、輸出

拡大、技術革新の取り組みが、本県の地域経済

を活性化する原動力となりますよう、集落や産

地単位での６次産業化を強力に推進していく必

要があると考えております。

まず、１）の「拡大」プロジェクトにおきま

しては、近年の大手量販店や食品加工企業の再

編に対応できる経営力を持ちました産地経営体

の育成が課題となっております。この産地改革

に当たりましては、本県ブランドの強みであり

ます安全・安心・健康の取り組みの一層の高度

化・普遍化が必要となっております。

次に、２）の「挑戦」プロジェクトにおきま

しては、輸出国の多様化に対応できる産地の育

成と低コスト輸送体系の構築や県内外への原料

供給力の向上に取り組む必要がございます。

さらに、３）の「イノベーション」プロジェ

クトにおきましては、食の安全・機能性を求め

る消費者志向、地球温暖化や労働力の減少といっ

た環境変化、技術革新が進む他産業との連携と

いった視点から技術革新を促進することで、本

県の農水産業の成長産業化やフードビジネスの

推進に必要な基盤づくりを推進してまいります。

農業連携推進課の説明は以上です。

○横田委員長 ありがとうございました。執行

部の説明が終わりました。

御意見、御質疑がございましたら御発言をお

願いいたします。

○清山委員 ６ページでちょっと伺いたいんで

すけれども、これ、私が間違っているかわかん

ないですが、県外へ移出しているうちの100億を
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県内に振り分けたときの経済波及効果と書いて

いるんですけれども。私の今までの理解だった

ら、県内への移入額800億円というところで、農

産品を県外から買って加工しているものを県内

の生産品に置きかえたほうが、経済循環で県内

の経済効果がありますよねという話だったと理

解しているんですが、これだと、県外に移出し

ている100億円を、県外の人に100億買ってもら

うんじゃなくて、県内の加工業者に100億円買っ

てもらって経済効果を生むということでしょう

か。

○戎井農政企画課長 この100億円というのは、

主に加工業の話になってまいりますけれども、

県内でつくっている100億円が県外に出ていく

と、その材料を使って県外で加工業がなされて

いるというところがございます。その県外の加

工業が、もし仮に県内にあったとしたらという

話でございまして、そうすると雇用も守れるし、

産業連関表の分析によると、その産業がもしあ

れば、その分、経済波及効果があるという想定

でつくっているものです。

○清山委員 それは県内に加工業者が、100億だ

け処理できる業者がふえれば、当然、経済効果

は当たり前なんですけれども、今でも1,700億円

県内加工しているうちには、県外から移入して

きた１次産品も含まれているわけです。それを

県内品に置きかえていくというのが地域経済循

環の予定だったんじゃないですか。それとは全

く別の話をここではしているということですか。

○戎井農政企画課長 見方の違いではないかと

思いますが、県内でつくったものを県内向けに

流していけば、それが加工できるような状況に

産業自体を、加工業も含めて持っていけば、そ

れが循環することによって─これは産業連関

表による分析でございますが─置きかわって

いくというふうに考えてございます。

○清山委員 同じとは思わないんですけれども、

よくわからない。

別に移出するものであれば、どんどん外に売

ればいいじゃないかと思うんですけれども、そ

こからわざわざ100億円、例えば東京で100億買っ

てもらっていたものを、東京に売るのをやめて

宮崎県に持ってくるということは必要ないん

じゃないかと。東京で買ってくれるのであれば

東京で買ってくれればいいし、さらに県内の加

工業者が、県外から買うのをやめて県内から調

達するよっていうことであれば、県内の生産者

がより多く生産して、そこで買ってもらうとい

う形になるのが望ましいんじゃないかと思うん

ですけれども。県外に売っているものを、わざ

わざやめて県内に売っていくというのがよくわ

かんないです。これはもういいです。後でまた

教えてください。

済みません、最後の15ページの食の安全分析

センターを設立して残留農薬を分析していると

いうことなんですけれども、これが具体的にど

ういう付加価値を現場で生んでおられるのか教

えてもらいたいと思うんですけれども。私、ス

ーパーで買い物をすることが少ないんでわから

ないだけかもと思うんですけれども、現場に行

くと、宮崎県の農産品は残留農薬を分析してい

るから、より安全ということがスーパーなんか

でも、どこに行っても見えにくいなと思うんで

すけれども、具体的に付加価値をどういうふう

に生んでおられるのか教えていただきたい。

○山本農業連携推進課長 分析センターにつき

ましては、今、ＩＳＯの17025という基準の取得

に向かっているんですけれども、これがとれま

すと、いろんな分析サービスが開始できるとい

う状況にございます。
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残留農薬につきましては、消費者といいます

よりは食品のバイヤーさんたちに対する信頼性

向上ということで、これまでＪＡ経済連と一緒

に取り組んできたものでございます。ここが付

加価値を生み出していくというのは、この残留

分析技術を応用して機能性分析の技術も確立し

ておりまして、今、２時間で140成分を分析する

といったような技術開発を並行して進めてござ

います。

この機能性成分につきましては、昨年度から

表示販売ができるということになっておりまし

て、そのエビデンスを提供する場として分析セ

ンターの活用を図っていくということで、宮崎

大学等とも検討を進めているという状況にござ

います。

○清山委員 残留農薬の分析は、機能性成分の

分析のためにやっているということですか。

○山本農業連携推進課長 残留農薬の分析技術

を応用して、機能性成分の分析技術体系を構築

しようとしているということです。

○清山委員 では、その残留農薬の分析という

のは、機能性成分に応用するための基礎的な技

術であったと理解していいですか。

○山本農業連携推進課長 残留農薬の分析につ

きましては、本県農産物のブランド確立の基本

となっておりますので、これはこれで、今後と

も輸出に対応できるような800成分の一斉分析と

いうものを目指して、今後、技術開発を進めて

いくということになります。

ただ、この技術、本県が特許を有している抽

出の部分の技術、ここをうまく活用しまして機

能性成分の分析体系というのも構築できるとい

うことがわかっておりますので、現在、140成分

に対しては、それを応用しながら分析サービス

ができるところまで技術を確立しているという

状況にございます。

○清山委員 最初の質問に戻るんですけれども、

残留農薬の分析っていうのがバイヤーさんに認

めていただいているという話だったんですけれ

ども、バイヤーさんはそれを見て、より買って

くれると。だけど、バイヤーさんも消費者に売っ

たり、加工に回したりするわけですよね。そこ

では、他県のものと一緒になっているわけです

か。消費者にとってどんな価値を生まれている

のか、その具体的なところを教えてほしいんで

すけれども。

○山本農業連携推進課長 いろんなスーパーを

回っていただけるとわかると思いますけれども、

輸入品と国産品を同じ棚に並べているスーパー

もあれば、ここは違いますよと、宮崎県産です

とか、どこ産ですという産地を指定して棚をつ

くっているスーパーさんもございます。我々は、

やはり宮崎県産の棚をつくっていただけるスー

パーとの取引を拡大していくというところで、

こういう取り組みを評価してくれるバイヤーさ

んとの連携を進めているという状況です。

○清山委員 宮崎県産とか熊本県産という違い

を僕は質問しているんじゃなくて、世界で第１

号機となった機械を利用した残留農薬の分析と

いうものが、どうやって消費者に価値として伝

わっているんですかというのをさっきから聞い

ているんですけれども。それとも、私だけが知

らなくて、国民は全員、宮崎県産は世界一の機

械を使って農薬分析をされているという前提で

宮崎県産を見ているんですか。

○山本農業連携推進課長 先ほども申しました

けれども、宮崎ブランドの根底は安全・安心・

健康というものがコンセプトになってございま

す。このブランドを売り込んでいく際のエビデ

ンスというものがうちの分析体制であり、この
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世界第１号機を開発した技術力ということで、

バイヤーさんからは非常に高い評価を受けてい

る。これがどのように消費者に伝わっていくか

というと、宮崎県に特化した棚をつくっていた

だけるようなスーパーさんに、しっかりと評価

をいただいているということで伝わっていくと。

要するに、残留農薬分析をやっていますとい

うのは、安全・安心なものは当たり前ですけれ

ども、そのレベルをどう評価するかというとこ

ろで、この残留農薬分析技術というのは活用し

ているということでございます。

○坂口委員 宮崎県の場合は、食べる前にすぐ

残留農薬の状況がわかるんですよと。よそ様は、

食べた何日後にしか、何を食わされたかがわか

んないんですよ、その違いは有利ですよ。だか

ら、それを本県の強みとして前面に出して、実

際に消費者に知らしめることが大切じゃないか

と思うんです。

それと、残留農薬というものを、健康面で本

県はいち早く取り組んできて、パテントも用意

して、世界一の座を揺るぎないものにした。そ

の後、機能性というものにしても健康というも

のが出てきて、そこにその技術が生かせるとい

うことで140種類の分析で、最終的には、想定さ

れることごとくの800ぐらいを目指そうというこ

となんだと思うんです。

だから、それはよしとすべきだと思うんです。

問題は450種類の農薬の分析技術ですけれど、こ

れは世界にどれぐらいの成分がそういうものに

使われているのかということと、登録農薬だけ

をやっていたって、これは日本国内の話だと思

うんです。それから、やっぱりよそから来るも

のにブロックをかけるためには、むしろ登録以

外、ポジティブリストにかかりそうなものです

よね。この分析技術だけれども、これのマーカ

ーというのはどんなぐあいに今なっているんで

すか。

○山本農業連携推進課長 世界でこれまで流通

している農薬というのは、一応800種類あると言

われております。ただ、年々新しい農薬も開発

されておりますし、近年はジェネリックという

ことで、今は使っていないものが、また復活し

てくるという状況にございますので、まだまだ

ふえていくという状況にあるんだろうと思いま

す。

今、輸出のほうでこの技術をうまく使おうと

いうことで、例えば台湾に輸出をするというこ

とになりますと、台湾政府が指定する農薬の分

析が必要だと。これはキンカン一つをとりまし

ても国内で使われていない農薬の基準がござい

ますし、国としては、例えば、この成分であれ

ば0.5ｐｐｍまでいいというものが、台湾では０

ということで0.01というような基準になってい

ることもございます。

国によってこういう基準が違う、そして使っ

ている農薬が違うということもございますので、

現在、去年あたりから輸出国の農薬基準につい

ても調査をしておりまして、国の食物貿易課の

ほうも、そういう情報をホームページで流すと

いったサービスを去年から始めておりますので、

その辺は十分研究して、世界の流通してきた800

成分に対応できるような技術開発を進めてまい

りたいというふうに考えております。

○坂口委員 ぜひ、その方向で進んでもらいた

い。これは、もう世界で、圧倒的に宮崎県だけ

が持つ優位性ですから、ぜひ生かしていく必要

があるというのと、それと、さっき言いました

ようにブロックをかけるために国内登録農薬以

外の分析をどうやっていくかということで、こ

れは国民の健康を守るという意味も含めて、こ
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れも追加して研究していっていただきたい。

それと、今後、特に機能性成分分析技術です

けれども、これは品種改良に生かすべきじゃな

いかという、これはちょっと素人の感覚ですけ

れども。例えば、佐土原ナスですよね。これは

焼きナスにすると物すごくいいナスと言われて

いるけれども、これは表面が純粋な黒に近い紫

色をしており、一方で、茶色っぽい紫、京ナス

みたいな青いナスもあります。これは当然、紫

外線を防ぐための機能性成分のナスニンだった

ですか、この量が違うから、結局ポリフェノー

ルだから色が違ってくる。そうすると、中がか

たいナス、中間的なナス、やわいナス。焼きナ

スだから歯ざわりはいいし、火の通りは、ちょ

うど皮がブロックする。だから、せっかくそう

いった技術を持っているんですから、今度は逆

に機能性成分から品種改良に持っていって、本

当においしいものとか、その料理に適したもの

という、機能性成分の分析要素を、今度は品種

改良の分野の試験場にフィードバックすること

も必要ではないか。これは要望としてお願いし

ておきます。

もう一ついいですか。先ほどの100億円、380

億円、2,000人の話です。これは、説明の上では、

せっかくつくったものをそのまま出さずに100億

を確保すれば380億円の波及効果があるというこ

とでしょうけれども、いいのは、やっぱり100億

を売りながら、新たな生産を上げながら、それ

を確保して380億を稼ぐということだけれども、

一番の問題は人口減少の中で販路をどう開拓す

るかということ。宮崎県のお得意さんだったと

ころが持っている販路、そこを今度は奪ってい

く方法が一つ、あとは全く違うところ、海外あ

たりに目を向けるということが考えられるけれ

ども、その380億円の経済波及効果を高めようと

する部分をどこにどうやって売り込もうとする

のかが、ちょっと問題があるんじゃないかと思

うんですけれども、そこはどんな戦略を考えて

いるんですか。

○戎井農政企画課長 説明の中で食の連携研究

会という話をさせていただきました。ここでＪ

Ａグループだとか法人とかも入って話をする場

なんですけれども、外部の加工業者さんである

とか、県外の業者さんも含めて、あるいは大口

の量販店に販路とニーズを聞いて、可能であれ

ば県内に加工業を立地していただくとか、ある

いは直接販売のルートを確保したりと、そうい

うマッチングをすることによって、こういうニ

ーズがあるので、じゃあ産地でつくろうじゃな

いかということで、新たに産地をつくっていく

ということを考えたいと思って、販路であると

か、加工に向けた商品づくりで、産地づくりを

しっかりすることによって農業の産出額もふえ

るし、県内で加工業を立地していただければ、

その関連産業もふえるということで、純増を目

指していきたいということです。

先ほど清山委員の質問にもありましたが、県

内に置きかえていくというよりは、純増を目指

したいという考えで380億円の経済波及効果を計

算しているというところでございます。

○坂口委員 だから、純増を目指すためには、

どこかで消費してくれる人を新たにふやさない

と、既存のものではもうふえないわけです。こ

こが難しいと思うんです。新たに消費者を開拓

していくか、切りかえさせていくっていう、そ

の戦略はどうやっていこうと考えておられるの

か。

つくるのは、いとも簡単です、加工すればい

いわけですから。それを、ただ倉庫で眠らせて

おくわけにはいかん。どこかで売らないと循環
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しない。売り先をどう開拓していくか。消費が

ふえるわけじゃないですよね。１日３食だった

ものを４食にするわけじゃない。１億人を割ろ

うとする人口減少の中で、どこにそれを求めよ

うとするのか。

○戎井農政企画課長 やはり、信頼される産地

であることが大事だと思います。

一つは、先ほどからありますような残留農薬

であるとか、安全・安心なもの、また、付加価

値の高いものを、糖度が高いであるとか機能性

成分が高いとか、食べておいしい、また、食味

とかも宮崎ではすぐれたものをつくっていると

いうような研究とか開発もあわせてしていくこ

とによって、それを産地に入れることにより、

高付加価値で生産性の高い産地をつくっていく

ことが、やはり消費者から求められる品質であ

るとか、そういったものをつくっていける宮崎

県の農業と評価されるものになるんだろうと考

えてございます。

○坂口委員 理屈はわかるんですが、現実を見

ると流通はそんな簡単じゃない。出口をあけと

かないと行き詰まるんじゃないかという心配を

言っているんです。

だから、まず、出口戦略というものを。今も

すばらしいことをやっておられるんです。ただ、

出口戦略というものを、これ以上のものを持っ

ておかないと流通はそう甘くないということで

す。既存のしっかりした、それぞれの中での利

害関係というのが、がちっと構築されているわ

けですから、なかなかうまくいかないんじゃな

いかということです。

これは要望にしておきます。

○岩切委員 農業者と水産業者の新規就業者で、

およそ400人ぐらいが就職されるという平成27年

の数字なんですが、これは、ＵＩＪターンとか

で帰ってきた若者たちが、その数の中にどれく

らいいらっしゃるのかというのが、何かデータ

があれば教えていただけませんでしょうか。

○大久津農業経営支援課長 農業部門につきま

しては、昨年度341名が新規参入でございますが、

そのうちＵＩＪターンが74名でございます。

○田中漁村振興課長 漁村振興課でございます。

水産の新規就業者でございますが、平成25年

で、他産業からの参入者という形になりますけ

れども、34名が他産業から参入されております。

そのほかは農政水産部所管の高等水産研修所か

ら５名、海洋高校が１名、その他、中学校・高

校卒が５名となっております。

ＵＩＪターンでの振り分けは、ちょっと調べ

ますのでお時間をください。

○岩切委員 新規就業者のうち、Ｕターンして

きたり、または県外出身者が宮崎で漁業をしよ

うかなという方がどれくらいいるかというよう

な話なので、なかなか把握しづらい部分もあろ

うかとは思います。

いずれにしても、どちらも65歳以上、または60

歳以上が半数という年齢構成上の問題と新規就

業者が少ないという大きな問題があって、これ

は多分、５年、10年たてば当然に年齢を重ねる

ので、もっと厳しくなるのかなというふうに思っ

て。

この全体的な資料の中から対策としては、結

局もうかる農業、もうかる漁業にしなくてはい

けないというのは受け取れるんですけれども、

例えば農業、水産業に従事していただく方をふ

やす具体的な施策、そういったものはどのよう

に展開されているか、もしかしたら説明の中に

あったかもしれませんけれども、いま一度お聞

かせいただけませんでしょうか。

○大久津農業経営支援課長 まず、農業につい
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てでございますが、新規就農者には、当然、従

来から進めております後継者育成、これを跡取

りという形で、農業高校、農大校、こういった

ところでの実践的な研修も含めながら後継者と

して育てておりますが、一方では、先ほどの説

明にもありましたけれども、341名の中で法人就

業者というのが200名ということで、これらにつ

いては法人サイドも、単なる農業の就業者だけ

ではなく、営業ができるとか加工ができるとか、

いろんなスキルを持った人材を求めております。

そういった要望がかなりふえているということ

で、そういったニーズを県内外にいろいろ公募

しながらマッチングしてやっております。

一方、今お尋ねでありましたＵＩＪターン、

これにつきましては、ほとんど農業の経験がな

い方々の就農希望でございまして、それらにつ

きましては県のみやざき農業実践塾、または農

協におきましてはＪＡ宮崎中央で、そういった

研修システムを持っているところで１年間研修

しながら技術を学んで、その後、その地域に就

農するというのが多くあるわけでございますが、

先ほど言いましたように、このＵＩＪターンで

農業をしたいという方々がかなりふえてきてお

ります。やはり研修の場がもっともっと必要だ

ということで、今は篤農家、法人さんにお願い

しておりまして、そこでそのまま就農してしま

うというケースが多くございますので、農協部

会、こういったところで、やはり地域でトレー

ニングセンター、こういったものをしっかりつ

くって、後継者がいない場合については、地域

外、県外からも新しい人材を呼び込むような体

制づくりをしましょうということで、ことしか

らしごと創生公社ということで、県内の各ＪＡ

単位にそういったトレーニングセンターもつく

りましょうということで取り組んでいるところ

でございます。

さらには、やはり宮崎の農業をしっかり発信

して人を呼び込むということで、東京の宮崎ひ

なた暮らしＵＩＪターンセンター、こういった

ところで宮崎の情報発信なり研修会、いろいろ

な形で昨年から活動したことによって、こういっ

た宮崎に対する要望というのも、最近ふえてき

ているんじゃないかと考えているところでござ

います。

○田中漁村振興課長 先ほどのＵＩＪターン者

ですが、正確な数字は出ておりませんが、他産

業からの参入者の割合ということで、20％ほど

が県外者ということになっております。県内者

が80％ということになります。

水産業におけます新規参入者ということにな

りますが、漁業に経験のない方が就業するとい

うのは、かなりハードルが高いという状況がご

ざいまして、28年度に宮崎県漁村活性化推進機

構を立ち上げまして、まず、就業希望の方を求

人、それと求職、職につくところの情報を一元

化して、それをあっせんするというようなシス

テムをつくっております。

就業するに当たりましては、いきなり独立型

という形で就業するということは難しいという

条件がありますので、まずは１年間なり、実際

は８カ月という研修期間を設けるような研修を

行っておりまして、まずは法人などのまき網漁

業だとかカツオ漁業、マグロ船漁業などに、漁

業を経験するという形で研修に入りまして、そ

の後、就業するという形を行っております。

そのほか、高等水産研修所等では、いろんな

資格を取って着業していくというようなシステ

ムとなっております。

以上でございます。

○西村委員 済みません、２点ほどありますが。
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５ページの国際競争力強化というところで、

先ほど坂口委員の話にもありましたけれども、

新しい需要を掘り起こしていくには海外にとい

うことも全国の自治体が取り組んでいると思う

んですが、その中の②の部分で、黒丸で県内の

青果物集出荷施設等の再編統合等によりという

ところが、これはＪＡが主体でいろいろやって

いるのか、県がいろいろ手引きしてやっている

のか、そのあたりをもう少し詳しく教えていた

だきたいと思います。

○原ブランド・流通対策室長 ここの県内の青

果物集出荷施設等の再編統合等につきましては、

これは国内対策、大消費地から遠隔地でありま

す宮崎県にとりまして、遠隔地輸送のために集

約等を図るというふうな話が一つ大きな課題に

なっておりますので、これにつきましては、こ

とし本格的に経済連等団体と県で協議を進めて

いこうと考えているところでございます。

これも、どちらにしても法人、それから経済

連等のＪＡ団体、それから卸売市場等も含めな

がら、関係団体等と協議を進めてまいりたいと

いうふうに考えているところでございます。

○西村委員 じゃあ、まだ具体的にはここから

進められていって、１つのコンテナをしっかり

埋めていって、とても１社じゃ埋められないコ

ンテナを何社か集まって何とか埋めていくとい

う方針を、そういう関係者と今年度詰めていく

ということでよろしいでしょうか。

○原ブランド・流通対策室長 今、委員おっしゃ

られましたとおり、コスト等を軽減するために

はそういうふうな集約化と、それからコンテナ

を埋めていくような形が非常に重要な課題だと

思っておりますので、そういうふうな協議等を

ぜひ進めてまいりたいというふうに考えており

ます。

○西村委員 済みません、２つ目の質問なんで

すけれども、13ページに宮崎キャビアの件が載っ

ておりまして、キャビア生産者の方等々といろ

いろ話をする中で、宮崎キャビアが株式会社に

なったことによって、先日も、生産者にちょっ

と取引価格を下げてくれというお願いがあった

ということで、生産者にとっては、何年も養殖

してきて、キャビアを生産できる体制になり、

やっとこれから元が取れると思ったときに、ま

た下がってきて、何なんだという声が上がって

きているんですけれども。販売数量も飛躍的に

伸びておりますが、今後この飛躍というのが、

どの辺で一度頭打ちになるのか、さらにシロチョ

ウザメとかがどんどんふえていけばもっととれ

るでしょうから、この先の見通しというのはど

うなっているんでしょうか。

○田原水産政策課長 ただいま委員の質問にご

ざいましたジャパンキャビアということで、組

合が株式会社にしたから価格が下がったという

ことではなくて、これはあくまでも組合の将来

にわたる経営をにらんだときに、加工場の整備

とあわせて充実強化していくための１つの方策

として株式会社化を図ったということでござい

ます。

それともう一つ、それとあわせて、今ここだ

けで見ても15キロから170キロというふうにして

数量は伸びていまして、これが将来的には1.5ト

ン程度まで増産をしていくということを考えて

ございまして、そうしたときに、今は主として

個人的なといいますか、ビー・ツー・シーとい

いまして、そういったような売買を中心に据え

ておるんですけれども、これがたくさん取り扱っ

てくれるレストランですとか、そういったとこ

ろを中心に据えていくときに、どうしても価格

の問題が出てくるということで、もう一つは、
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当然そういった養殖業者の経営ということもに

らみながら価格の設定はしているというふうに

聞いてございます。

ただ、価格が下がったということだけではな

くて、そこは当然いいものを出すと。そこに、

多少ほかとの、いい加減なというとちょっと語

弊がありますけれども、例えば卵径ですとか色

つやですとか、通常の製品よりもいい卵が出て

きたときとか、そういったときには報奨金で

ちょっと上積みをしていくと、そういった仕組

みもあわせてつくりながら、全体の経営がスム

ーズに回っていくように改善を図ったというこ

とでございます。

○西村委員 需要供給がふえていけばふえてい

くほど、生産量がふえれば、当然、当初よりか

は価格は下がっていく、価格の下落というのは

多少はしょうがないかと思うんですけれども、

例えば、ことしとか来年とかにやっと卵がとれ

るようになったときに、自分の番になったらい

きなり下がってきたとなると、養殖業者も長期

的な展望が非常に不安になる。これは、県もそ

うですけれども、このキャビアをあおったとき

に、ちょうど建設業なんかも厳しいときで、建

設業あたりからこういう新たな６次化とかに参

入した企業なんかも多いんです。そういうとこ

ろが参入したら、また逆に痛い目にあったとい

うことになると、推進した県のほうも、推進す

るときにはいいことを言って、いざ現実になる

と、やっぱり厳しい現実が待っているというこ

とになると、これはキャビア産業にとっても息

の長い、人気も含めてつくっていかなければな

らないときに、やっぱりダメージになっていく

と思うんです。

今の課長の話ですと、株式会社にしたことが

原因ではないかもしれませんけれども、ＰＲだ

け見るとあたかも全てがうまくいって、全てが

バラ色のように見えるけれども、実際、生産者

の人たちはすごく不安を持っているということ

を、県もしっかり重く考えていただきたいと思

います。

この報告では、もう完全に日本のトップブラ

ンドになっているということですから、一番末

端で苦労している方をフォローしてあげるよう

なこともあわせてやっていただきたいと思いま

す。

以上です。

○田原水産政策課長 正直申しまして、先ほど

委員おっしゃいましたように、建設業者の方と

かというのは、しっかり組合員として入ってご

ざいまして、ただ、皆さん、組合員の中で十分

議論をした上でこういうような方向性を決めて

きてございます。かえって建設業者の方という

のは利にさといといいますか、全体の運営とか、

そういったことまでもよく御理解をいただいて、

こういう方針が決まっていったというふうに聞

いてございます。

県としては、今度、株式会社になったわけで

ございますけれども、今委員がおっしゃったよ

うなことも踏まえて、しっかりと指導をしてい

きたいというふうに考えてございます。

○岩切委員 済みません、先ほどまとめて質問

すればよかったんですが、農業就業人口なんで

すけれども、平成22年から27年を比較すると、

５万7,000人が４万5,000人になっているという

ことで単純計算すると、年2,200人ぐらい減少と

いうことになるんでしょうか。年間に300人か

ら400人ぐらい参入しているとすれば、リタイア

者が2,500人ぐらいのことになるのかと、こうい

う単純な見方をしました。

そうすると、これから先なんですが、５年後
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の平成32年ぐらいに、３万人台の中盤と計算で

きるんですが、いろんな対策は、例えば５年先

に農業者は何人を目指すというようなものがお

ありだろうと思いますけれども、そのあたりを

教えていただきたいというのと、同様に水産の

ほうも、平成20年と25年の比較は、ちょっとこ

のデータ上は、グラフではわからないんですけ

れども、恐らく同様に毎年減少していると思う

んです。平成25年のデータが最後で2,677人とい

うことなのですが、平成30年とかには何人ぐら

いになりそうだというような想定をお持ちなら。

それと、気になるのは８ページの真ん中の右

手のほうのグラフで、動力漁船が古くなってい

るというところで、宮崎県内の漁港にある船が

老朽化していくということで、こういう動きか

ら、何年先には漁船の数はこれくらいになりそ

うだというような想定をしながら、何か対策を

打っていらっしゃるのか。

その２点を、それぞれお聞かせいただけませ

んでしょうか。

○大久津農業経営支援課長 まず、農業関係で

ございますが、農家戸数については、26年がこ

こにあります３万8,428戸ですけれども、趨勢

で、32年の長計の目標でございますけれども、

一応３万5,000戸と想定しております。

一方、就業人口については４万5,000人が、同

じく減少ということで３万8,000人に減るだろう

というふうに思っております。

ただ一方では、これらについて、先ほど言い

ましたように法人等は雇用とか規模拡大によっ

ての雇用形態がかなりふえておりまして、今現

在、雇用人口というのが常時雇用で8,600名ぐら

いおられますけれども、これを１万名ぐらいま

で雇用人口をふやしていきたいと思っておりま

すし、あと臨時雇用、これは日数関係とかいろ

いろ違いますけれども、総延べ人数で約３万人

おられるのをふやしていこうということで。

ただ、現状は、やっぱり雇用情勢というのは

かなり厳しゅうございますので、そういう援農

隊とか雇用調整をやるような仕組みをＪＡとか、

いろいろなところでやりながら安定雇用を進め

て、基本的には農業就業人口、農家数が減る部

分を、そういった規模拡大とあわせて、雇用人

口でしっかり体制はふやしていきたいというふ

うに考えているところでございます。

○田中漁村振興課長 水産業の場合は、平成20

年に3,360名という数字がありまして、平成25年

では2,677名というふうになっております。後期

長計の目標値ということになりますが、趨勢を

見ながらということで、目標年の平成32年

で2,100名という推定をしております。

ただ、このためには、高齢化が進んでおりま

すので減少傾向というのは今後も続くというこ

とで、2,100名を維持するために、新規採用者を

年間60名は確保するというところを目標として

おります。

漁船の減少数につきましては、老朽化の進ん

だ船が多くなりまして、廃船が当然のことのよ

うに予想されますが、将来の隻数というところ

では数字を持っておりません。

以上です。

○岩切委員 地方創生という大きな枠の中での

農業、水産業という産業について、きょうは学

ばせていただいているんですが、総体的に人口

は減りますけれども、比率的にもっと高率に農

業、水産業に従事する人が減っていくというこ

とが理解できました。そこのところを抑えると

いうことですよね。人口減少の率と同様ぐらい

に抑える、さらには、逆に人口減少の率よりは

緩やかにすることで、比率的にはふえていくと
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いうのを目指さなくてはならないのかなと。やっ

ぱり就労者が減ると、いろいろ合理化を進めた

としても生産量が減るだろうし、休耕田とか、

休耕される放棄地というのもふえるかなという

ような思いがありまして伺いました。

そういったところで、特に深刻なのは、船と

かは初期投資がかかるでしょうから、水産業な

のかというような思いがあります。内水面でも、

とる人が減少したんだろうということでおっ

しゃいましたので、そういったところの具体的

な対策等をしっかりと自分自身も学びながら議

論に参加してみたいと思っています。

ありがとうございました。

○来住委員 関連なんですけれども、平成32年

度の農家数だとか就業者を、この程度に見てい

るという数字をおっしゃいました。

僕がちょっと知りたいのは、それが出ている

ということは、例えば、１ページの基幹的農業

従事者の年齢別構成、それから、２ページのい

わゆる耕作放棄地などについても、例えば５年

後だとか、どの辺まで推定されているのかを知

りたいんですけれども、それはあるんでしょう

か。

○花田農地対策室長 耕作放棄地等の目標とい

うのはございませんで、できる限り減らしてい

こうということで考えているところでございま

す。

現在、耕作放棄地という定義がなされて、こ

れはセンサス上の定義でございまして、所有者

のアンケート調査に基づくものでございまして、

我々のほうでは農業委員会と市町村が協力いた

しまして実態を調査して、再生すべき荒廃農地

と、もう無理だというような農地として位置づ

けておりますのが1,100ヘクタールぐらいござい

ます。そういったものは非農地化を含めてやっ

ていくんですけれども、再生すべき農地が1,400

ヘクタールぐらいございますので、そういった

ものについては利用する方向で進めていくとい

うことで事業を活用していきたいと考えている

ところです。

○戎井農政企画課長 基幹的農業従事者の年齢

構成比についてまでは、長期計画の中では、そ

の目標値というのは設定をしておりません。

農家数とか農業就業人口数についてはトレン

ドで見て、就農対策等の施策効果も踏まえ修正

を加えて、農業就業人口で３万8,000人というの

を出しておりますが、年齢別までは分析をして

いないのが実情でございます。

ただ、状況としては、このままの推移で年齢

はスライドしていくというのを前提に考えてご

ざいます。

○来住委員 それともう一つ、例えば、現在の

基幹的農業従事者の年齢別構成比だとか、それ

から先ほど言いました耕作放棄地、これは県全

体の数字として出ているんですけれども、市町

村別には出ているのか、それとも各農林振興局

の単位で出ているのかわからないんですけれど

も、多分、市町村ごとはおつかみになっていらっ

しゃるのか、それを集約したのがこれなのかが、

よくわからない。

もう一つ僕が知りたいのは、市町村別だけで

なくて、例えば都城を例にとると、僕が住んで

いるところは平地なんです。かなり平地ですか

ら、１つのまとまりが何百町とかいうぐらいの

ところで、そういう意味じゃ、今後、将来にわ

たって、法人化が進む可能性はあります。

しかし、現実には、もっと上のほうの西岳地

域だとか、山田や高崎なんかでも、うんと山村

というのか、いわゆる耕種部門について、法人

化は簡単じゃないと思います。畜産とか、そう
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いうのは施設ですから、あれなんですけれども。

そういう点で、僕が知りたいのは市町村別でな

くて、都城でいえば、例えば西岳地域だとか、

そういう地域では、これはどういうふうに進ん

でいるのか、そこがわかれば教えていただけれ

ばありがたいなと思います。

○大久津農業経営支援課長 基幹的農業従事者

等を含めた年齢構成等については国の統計を

使っておりまして、一応、県域ベースになって

おります。

ただ、今、委員がおっしゃったように、市町

村によって、中山間地域とか平場とか都市的地

域とかいう形の平場の条件のいいところと都市

部とありますけれども、一方では、委員がおっ

しゃいましたように、平場の都市部でも山間部

もあり、いろんなことがあるということで、こ

れらにつきましては、今、集落組織の実態調査

というのを国のほうが進めていただいておりま

して、まだまだ詳細の分析はできておりません

けれども、集落ごとの状況というのが少しずつ

データが明らかになっておりますので、これを

今後、しっかり駆使して分析して、基本的には、

そういった集落ごとで条件の違うというのが見

えてきますので、その辺をもう少し、今後、精

査していきたいというふうには思っているとこ

ろでございます。

○戎井農政企画課長 基幹的農業従事者の市町

村別の推移ですが、これは全国でやっているセ

ンサスのデータでございまして、都道府県まで

しか出ていないというところではございます。

市町村ごとには、それぞれの地域ごとに農業

の担当者の方が、例えば、人・農地プランであ

るとか、それぞれ地域の農地だとか、また、そ

れに担い手をどう張り合わせていくかというよ

うなことも市町村が具体的に検討していますの

で、年齢というのは一方ではありながらも、地

域の実態に応じた対応をしているというのが実

情でございます。

済みません、ちょっと訂正をさせていただき

たいと思います。センサスのデータですが、市

町村ごとのデータは出るということでございま

す。ただ、県も同じでございますが、目標は設

定をしていないというところでございます。失

礼します。

○来住委員 多分、全県で、そういう山村地域

で本当に頑張っていらっしゃる方々はいっぱい

いらっしゃると思うんです。僕も知っているん

ですけれども、田舎は田舎でも、小学校の近く

に御夫婦で住んで、子供はその学校に通わせて、

そして、お父さん、お母さんがいらっしゃる、

五、六キロ上まで御夫婦で上がってきて、そこ

で耕種部門の農業をしておりますけれども、そ

れこそ周りを全部、鹿のネットを張って頑張っ

ていらっしゃるんです。

だから、そういう方々が今後どうなるのかな

という。何といっても、そういう方々の役割は

非常に重要な、もちろん農業者はみんな大事な

んですけれども、そういうところで頑張ってい

らっしゃる方々の努力というのはすごいと僕は

思うものですから、そういう方々にもっと光を

当てるというか、それが非常に重要じゃないか

と思ったものですから、地域別にこういう数字

が出れば、もっとわかりやすいのかなというふ

うに思ったものですから聞いたところです。

○坂口委員 まず、３ページの産地づくりの体

制のほうですけれども、ＪＡの指導員、これが

各単協ごとに、たしか定数というのを持ってい

ると思うんですよね。その定数の充足状況はど

うなのかというのと、ＪＡの指導員の技術力の

向上ですよね。例えば畜産だと獣医さんなんか
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には牛や豚を見てもらうため、高いお金を払っ

てでも来てもらう。

ところが、園芸になると、余り歓迎されてい

ない部分もある。それは技術力が、むしろ自分

らが上だから。まして、今後、産地づくりなん

かになっていくと、法人農業とか企業農業あた

りの技術レベルと比べたときに、この技術をど

う向上させていくかということと、あくまでも

有料で指導していない、通常の業務の中で巡回

指導の域を出ていないということで、そこらが

大きい課題になってくるんじゃないかと思うん

です。

定数をしっかり確保するということと、技術

をしっかり持たせるということ、そこらは、何

か問題意識というか課題意識を持っておられる

のかどうか。

○大久津農業経営支援課長 こちらの３ページ

のほうにもありますけれども、今、指導員とし

て普及は165名、ＪＡが全体で485名の営農指導

員がございます。

ただ、委員おっしゃいましたように、普及に

ついては、国の資格試験を取るというような形

の中でいろいろ研修等をやっておりますが、Ｊ

Ａの場合についても、中央会のほうでは人材育

成計画というのを持っておりますが、委員おっ

しゃるように、畜産についてはかなり固定的な

部分がございますけれども、園芸の場合はかな

り異動もございまして、それと品目が多岐にわ

たるということで、重要品目についての専門技

術員が十分確保できていないというようなこと

がございまして、今回の宮崎方式の中で、技術

力をしっかりお互いがレベルアップをしましょ

うということで、農協でやっている研修会の中

で、普及員が必要なものについては農協の研修

にも行きますし、今、普及員が独自にやってい

ます研修の中に営農指導員も参加していただい

て、お互いにスキルアップしましょうと。そう

いった形の中で、できれば各農協単位にどれだ

けの技術員が必要なのかというのをしっかり明

らかにしながら、普及員と営農指導員で連携を

組んで、その地域地域の重要品目に指導をする

技術員がいない、そういうことがないような形

を連携して取り組みましょうということで、今

回、新たな宮崎方式の営農支援体制ということ

で打ち出しましたので、そのあたりを今から

─現在、連携の中でいろいろな研修会のカリ

キュラムとかもやり始めましたので、そういっ

たところで、委員がおっしゃられましたような

ところの指導員の技術力の向上なり、また、適

正な人数確保というところを、お互いの中で連

携しながら、しっかり明確にしていきたいとい

うふうに思っております。

○坂口委員 そうなんですよね。

ただ、一つは、農協ごとに指導員を持たない

といけないのか、その根拠が法律なのか、それ

とも自主的なのか、そこがちょっとわからない

んですけれども、単協が決めていく指導員定数

というのは、限りなく法律で縛られるぐらい強

いものでの定数ダウンですね。その中で、例え

ば、県は165名だけれども、この人たちがモデル

的なところを集中的に指導していけばいいとい

うことで、165名が多いか少ないかというのは、

専門技術をどこまで細分化していくかというの

でちょっと判断の分かれるところ。

ところが、百姓百品と言われるように、あら

ゆるものを農家に個別に指導、やっぱり組合員

に対して全て公平にやっていかないといけない。

そこで、じゃあ485名という人数が果たして、こ

れだけ細分化された技術や情報が求められる中

で十分なのか。
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僕は、そうなったときに一元化、だから、農

協中央会なら中央会の中に定数の指導員を、全

て中央会が把握をしていくというか管理をやり

ながら、技術の向上を義務的に中央会がやらせ

る。そこには公的な助成をやりながらというこ

とでやっていかないと、ちょっと無理じゃない

かと思うんです。

そこらをぜひとも、これは宮崎モデルとして

でもやっていって、本気でこれをやろうと思っ

たら、正直に言って農協の技術力が上がらない

と、とてもじゃないけれども、産地づくりの中

で企業とかにはかないっこないです。

だから、そこをぜひ大きい課題として、今後、

捉まえておいて、そこに入っていただきたいと

いう気がするんですけれども、今の農協の指導

体制をどう思われますか。

○大久津農業経営支援課長 この宮崎方式の営

農支援体制をことしやろうということで、４月

以降、半年間ずっと議論した中で、やっぱり一

番問題になるのはＪＡ部会のリーダーを引っ

張って産地づくり、重点的な品目にある程度特

化していかないといけないという部分が一つあ

りました。

それともう一つは、やはり指導員の指導力向

上というところでの人のあり方、人材の確保も

含めて、ここは、農協の単独の中で動いている

ところもございますけれども、先ほど申し上げ

ましたように、ＪＡ中央会もそういった人材育

成計画というのを今つくっておりますので、そ

こを私どもも明確に把握してはいなかったんで

すけれども、今回そういった情報も共有しなが

ら、本当に技術員を、スペシャリストを最低ど

のくらい置く必要があるのか、どの品目で必要、

また、それを農協単位に置くべきなのか、ある

程度広域的な技術指導者という形で置くべきな

のか、そこ辺をもう少し議論しましょうという

ことで、現在、中央会とも随時検討させていた

だいて、この３年間、第１期でございますけれ

ども、こういった中で新たな体制づくりなり、

産地の取り組みというか、こういった部会も含

めて、しっかりしたものをつくり上げるための

体制とはどういうものが必要なのかというのを

しっかり議論してまいりたいと思っております。

○坂口委員 やっぱり、行政と違って、スペシャ

リストを数多くそろえていかないといかんとい

う宿命があると思うんです。そこのところを見

通したときに、どうしても体制の大きさという

ものがあって、その中で人事なんかも一元的に

やっていって、単協の枠を超えてでもやってい

く。

ただ、問題は、そこで産地間競争を、しのぎ

を削るという一つの自分らの役割というか、そ

こを、どう調整していくかというのは難しい。

少なくとも産地経営体という視点に立つときに

は、ある程度、枠を超えたスペシャリストを育

成していく。そのためには、どうしても大きく

動かさないといかん人事が出てくるということ

で、ぜひ一元管理をやっていっていただきたい

ということと、公的助成の中で、県でそういっ

たこと、行政でずっと普及職なり研究職なりを

やってこられた人たちが卒業されていく。その

再任用なんかも含めて、一体となって産地づく

りは取り組まないと、そう生易しくないんじゃ

ないかという気がするものですから、これは要

望をしておきます。

４ページの技術革新の加速化と早期普及とい

うのが上の囲みの中にあるんですけれども、問

題は、こういった革新技術を導入することによっ

て、当然、大きいコストがかかる。そのコスト

を回収させきらなきゃだめなわけで、じゃない
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と次の普及につながらない。ここがなかなか、

今の技術を無視するわけにはいかないけれども、

それを取り入れていけば、とてもじゃないけれ

ども─次世代型の国富ハウスじゃないですけ

れども─コストの回収というものが、全然桁

違いの回収が必要になってくるということで、

どうもコストまで含めた技術革新の考え方が、

何かいま一つ甘いような気がするんですけれど

も、ここが今後かなり大きい問題として出てく

るんじゃないか。技術を導入するけれども採算

に合わないというようなものが、ここにうたわ

れているようなＩＣＴだ、ＧＰＳだってなった

ときに。これらは課題としてお持ちじゃないん

ですか。

○甲斐農産園芸課長 １つの例で、委員おっしゃ

いました国富の次世代施設園芸、確かに、あれ

は国で10カ所つくるということで、非常に高度

な施設を入れておりまして、その分、価格も高

いということで。

モデル的にああいうことを進めながら、１つ

は収量のアップなり、大規模化による低コスト

化、こういったものを進めてコストの吸収をし

ていくということも１つやらなくてはいけない

ことだと思っていますし、もちろん、あの施設

を横展開していくというときにおいて、同じ施

設ではなくて、この次世代で学んだ点から、こ

ういった機能で十分じゃないかというところを

十分押さえながら横展開をしていって、機能に

合って収量の拡大が図れるのに最低限のコスト

というものを考えながら横展開をしていきたい

というふうに考えております。

○坂口委員 ぜひコスト意識を持たないと、な

かなか大変だと思うものですから、いいものを

入れればということで難しい課題ですけれども。

次は、８ページの水産関係で、まず、本県は

大きく来遊資源に頼るということだけれども、

問題は来遊資源を、そこに１日でも長くとどめ

させるという、いわゆる漁場ですよね、これは

政審会なんかでも訴えているんですけれども、

この来遊資源の定着率というのが大きい課題

じゃないか。そもそも、こちらに来てくれる資

源自体が減っている中で、それをとどめきらな

いというので。例えば、先ほどの水産業の就業

者数なり年齢を見てもそうですけれども、これ

は経営に資する環境整備をやっていかないとい

けないものですけれども、この来遊資源を宮崎

の沿岸にとどめていくということについて、今

後の取り組みの方針というのは、どんなふうに

考えておられるんですか。

○田中漁村振興課長 漁場整備ということにな

ると思います。委員御指摘のとおり、日向灘は

単調な海岸線ですので、来遊するカツオ、マグ

ロ、あるいはイワシ、アジ、サバ類を日向灘に

どれだけとどめておくかというところが重要な

ことだというふうに思っております。そのため

に、カツオ、マグロ、シイラ類は浮き魚礁を中

心に、沖合型ということで浮き魚礁の整備を行っ

ております。現在、表層型が５基ございます。

それを中心に整備を続けていきまして、更新と

いう形になっておりますけれども、漁業者の要

望を聞きながら、可能な限り漁場整備を行いた

いと思っております。

そのほか、近年では、増殖機能を持っている

ということになりますけれども、マウンド礁、

新しい魚礁も設置しております。これは日向灘

の海底にある栄養塩を表層のほうに上げて、日

向灘の生産力を上げるというものですが、これ

もイワシ、アジ、サバ類をここに滞留、長くと

どめておくというような効果がございますので、

そのような観点から、今年度、新しい漁場整備
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計画を策定するということで作業を進めており

ますけれども、漁業調整ということがございま

すので、漁業者の要望を聞きながら効果的な漁

場造成の計画をつくっていきたいというふうに

思っております。

○坂口委員 考え方はわかるんです。問題は、

圧倒的に漁場が少ないということです。全体

で2,600の登録漁船がいるけれども、その中の何

隻がそこへ行って操業できるのか。

この前の鹿児島県種子島沖の、浮き魚礁問題

で知ったんですけれども、鹿児島が入れている

浮き魚礁なり中層ブイと、宮崎県とでは圧倒的

に数が違いますよね。

だから、水産業を産業としてから捉えようと

し、今後とも産業として宮崎に残そうとするの

なら、本気でこれをやっていかないと。

例えば、500万円以下の水揚げ高の船というの

が、一千何ぼかの中で70％ぐらいでしょう。そ

うすると、800ぐらいは500万円以下の水揚げな

んです。この中から償却をやり、いろんな経費

を出していったら、それは水産で飯が食えるわ

けないんです。８割が飯が食えない。一生懸命

やって、８割も飯が食えないというのは、果た

して産業として言えるのかということなんです。

漁業を産業として捉えていくならば、そういっ

た、よそに比べて圧倒的に不利な条件というも

のをどうやっていくかということ。

それから、来遊資源をとどめて、１日でも長

くして、宮崎の沖にたくさんとどめるには、やっ

ぱり漁場整備に時間がかかるよって、物理的な

ものもありますとなれば、根つき資源をどうふ

やしてきているか。これも、カサゴだの何だの、

ちょっと聞いたことはあるんですけれども、本

気で漁場をつくろうというような取り組みは、

まだなされていないと思うんです。

要するに、これを産業として考えたときに、

力の入れようがまだまだ足りないという気がす

るんです。先ほどの漁船の老朽化だって、岩切

委員のほうからも出たんですけれども、リース

で11隻ぐらいあるということで、ほとんどの船

のエンジンが15年を経過した中で、一つは機関

換装というのをやっているけれども、これは、

もう微々たるものだと思うんです。それから、

エンジンが古ければ古いだけ危険だということ

がわかりながら、それに甘んじているというこ

とは、もう投資するにもできないという環境だ

と思うんです。

だから、そこを本気でやってあげようとする

なら、魚をとにかく釣らせること、高く売らせ

ること。そのための一つとして、シイラを加工

に向けて、平成27年、30トン買い上げましたと、

漁連が高く買い上げる。じゃ、平成28年はどう

なったかというと、シイラだって先細り。安い

から釣らないんだと言われたけれども、僕が知っ

ている漁師は、行ったって釣れないからシイラ

は釣らないんだと。それを漁連に投資をしていっ

て、お客さんを集めて、1.5次加工のものを買っ

てくれということで販路開拓。もう、とれなく

なったからやめましたではだめなわけなんです。

そこらを一体どんなふうに見通されているのか。

僕は、やっぱり漁場づくりと、それから資源

をそこに増殖していったり放流していったりと

総合的にやらないと宮崎の漁業はだめだと思い

ます。産業として成り立たないと思います。そ

こをどう捉まえておられるのか。

○田中漁村振興課長 漁場造成についての考え

方でございますけれども、委員御指摘のとおり、

一つは来遊魚を長くとどめるということで、先

ほど言いました浮き魚礁の造成と、あと、これ

までも定着型という海底に沈める形の魚礁をか
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なり事業しております。ただ、それが古くなり

まして機能が低下しているというところがござ

いますので、それを改めて見直しまして補強す

る、増設するというような形で、効果を復元す

るというようなことを、まずは取り組むという

ことで、魚を集めるという魚礁の整備をしたい

というふうに考えております。

それと、増殖ということになりますが、先ほ

どのマウンド礁も栄養塩を上げるということで、

日向灘の生産量を上げるということが目的でご

ざいます。そのほか、沿岸型の餌料を培養する。

例えば、イセエビだとか、マダイだとか、ヒラ

メだとか、カサゴもそうですが、そういうもの

が稚魚期に餌をとるとか、稚魚の隠れ場となる

というような魚礁を沿岸側に整備する。大きく

はこの２つに分けて、次期計画は上げていきた

いというふうに思っております。

○坂口委員 だから、その考えは正しい。問題

は規模の問題だと思うんです。

マウンド礁というのは、本当にすごく理想的

な漁場づくりですよね。そして、宮崎の場合、

石を持っていって投入するだけですから、投資

した事業費を東京に持っていかれることもなく、

域内で金が循環できる。そして、最初から完成

形を求めなくても、どんどん積み上げていくこ

とだってできるわけですよ。ある程度、５メー

ター、６メーターの高さになれば、海底魚を押

し上げる効果が出だすわけですから。

問題は、何カ所計画をされていて、今まで何

カ所整備されてきたのかということです。漁師

はそこに行くまでに、遠いところの漁師は３時

間も４時間もかけていって、帰りも３時間も４

時間もかけて帰る。資源が少ない中で、操業す

る時間が一体何時間あるのということなんです。

行ったって、めったに漁に会えない。たまたま

会ったって、もう帰らなきゃ市場に間に合わな

いとか。やっぱり入れる資源が足りないのと、

ふやす能力が全くない、せっかく来たものが逃

げてしまうということで、漁場がないというこ

とです。

マウンド礁を今まで幾つ入れられたのか。そ

れから、これからどれぐらい予定されているの

か。

○田中漁村振興課長 マウンド礁は、現在２カ

所で整備をしております。県中央部、宮崎市の

いるか岬の沖と串間市の宮之浦沖で整備してお

ります。

今後につきましては、マウンド礁は多くの漁

場を使う魚礁になりますので、関係者の方々と

の協議、要は、使われる方と、そこが漁場で不

利益をこうむる方、漁業者がいらっしゃいます

ので、その調整ができる漁場については検討し

ていきたいというふうには思っておりますが、

現実のところ、場所の選定というところで難し

い状況にはなっておりますが、今後、すごく有

益な魚礁造成でございますので、可能性につい

ては検討していきたいというふうに思っており

ます。

○坂口委員 利害調整ということは、具体的に

は底びきあたりとの調整だと思うんですよね、

それかひき網。ひき網も、水深によっては、全

く関係ない。底びきなんかも、本当に魚礁が機

能を発揮すれば、固定魚礁ですから、むしろそ

こはＧＰＳなり、魚探でぴしゃっとわかるわけ

です。資源がそこでふえてくるということは、

それは網のためにもなるんです。だから、そこ

らの努力が足りないということ、将来計画を示

していないということです。

底畝をひっかければ、それは網にかかります

よ。その脇を、正確に通していくことは今は可
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能ですから。だから、調整をやろうと思えば、

僕はそんなに難しい調整じゃないと思うんです。

ここに入るな、立入禁止だってするんなら別で

すよ。地先権なりを持っている人たちが底をひ

いていくのには、それだけかわせばいいわけで

す。だって、八幡浜あたりの船というのは、チェ

ーンまで入れてあえてそれにかけていくじゃな

いですか。

だから、むしろ魚がふえれば、何の障害物が

なくたって、魚が１匹もいないところに行くと

いう、そんなばかなことよりも、むしろそちら

のほうに僕は魅力を感じる。だから、しっかり

した漁場づくりを示してあげて、それに見合う

ものを、今度はひき網の人たちにもやってあげ

ればいいじゃないですか。だから、本気でやろ

うと思ったら、いや、うんとはいいやらんかっ

たからできんのですでは、進まないし、本気度

が足りないと思うんです。

これは、余りぐずぐず言っても嫌われるばか

りかもしれんから、要望にしておきます。

○成原農政水産部次長（水産担当） 委員がおっ

しゃるように、高齢化が進んでいますので新し

い担い手をつくっていかなきゃいかんという観

点の中で、やはり魚をふやすということ、それ

から、それが確実に収入に上がるということを

目指して積極的に取り組んでいきたいというふ

うに考えております。

○坂口委員 ぜひ、期待しています。

鹿児島県の魚礁と一緒で、漁師のためにぼん

ぼん入れるような、それぐらいの心意気ですね。

調整もせずに黙って入れる。ああいうことはやっ

てはいけない。だけど、そこまでやるというよ

うな、その心意気、それぐらいのものを持って、

今、次長が言われたように、宮崎県の漁師は俺

らが今後守っていくぞという気で、ぜひ取り組

んでいただきたいと思います。

○横田委員長 予定の時間が過ぎていますけれ

ども、まだあるでしょうか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、以上で終わりたいと

思いますが、きょうは台風の影響で交通機関が

乱れておりまして、数名、若干遅刻をしたと。

御理解をいただきたいと思います。

それでは、以上で執行部の説明を終わらせて

いただきます。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時55分休憩

午前11時57分再開

○横田委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

ちょっと12時を過ぎてしまうかもしれません

けれども、もうしばらくおつき合いいただきた

いと思います。

次に、協議事項（１）県外調査についてであ

ります。資料をごらんください。

10月12日から14日に実施予定の県外調査です

が、資料１をごらんください。

前回の委員会におきまして、県外調査先につ

いても正副委員長に御一任いただきましたので、

ごらんのような日程を作成いたしました。

まず、１日目ですけれども、島根県に移動し、

中海・宍道湖・大山圏域市長会を訪問し、島根

県、鳥取県の県境部圏域における地方創生の取

り組みを調査いたします。

次に、島根県庁を訪問し、全国第２位の高い

出生率の要因と少子化対策について調査いたし

ます。

２日目は、京都府庁を訪問し、空き家と耕作

放棄地を活用した移住促進の取り組みを調査し



- 29 -

平成28年９月20日（火曜日）

た後、京都府が設置した京都ジョブパークを訪

問し、就業支援の事業展開、特に育児中の女性

を対象とした就業支援の取り組みを調査したい

と思います。

３日目ですけれども、大阪ふるさと暮らし情

報センターを訪問し、いなか暮らしの地方情報

の発信拠点としての事業内容や関西地区の移住

希望者の相談内容について調査を行う予定です。

調査先との調整もある程度進めさせていただ

いておりますので、できれば、この案で御了承

いただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 ありがとうございます。それで

は、そのように決定いたします。

なお、諸般の事情により、若干の変更が出て

くる場合もあるかもしれませんが、正副委員長

に御一任をいただきますようお願いいたします。

次に、次回委員会についてです。

協議事項（２）の次回委員会につきまして

は、11月１日火曜日に開催を予定しております。

次回委員会での執行部への説明、資料要求に

ついて、何か御意見御要望はありませんでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 特にないようですので、次回の

委員会の内容につきましては、正副委員長に御

一任をいただきたいと存じますが、よろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、そのような形で準備

をさせていただきたいと思います。

最後になりますが、協議事項（３）のその他

でございますけれども、委員の皆さんから何か

ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 ないようですので、次回の委員

会は11月１日火曜日午前10時から予定しており

ますので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。お疲れさまでした。

午後０時５分閉会


